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入札金額等の算出方法及びサービス購入費の支払方法等

１ 入札金額等の算出方法

入札金額は事業期間中に大学が選定事業者に支払うサービス購入費の合計額とする。

サービス購入費は、東京大学（柏）総合研究棟（環境学研究系）施設整備事業（以下

「本事業」という ）に係る事前調査費、設計費及び建設工事費等の施設建設業務に要。

する費用に相当する額（以下「施設整備費相当」という 、建物、設備及び外構等の。）

維持管理業務に要する費用に相当する額（以下「維持管理費相当」という ）から構成。

される。

サービス購入費の構成の詳細については 「２サービス購入費の支払方法等(1)サー、

ビス購入費の構成」を参照すること。

、 （ 「 」 。） 、落札者決定に当たっては 入札書に記載された金額 以下 入札金額 という に

（「 」「 」入札金額から割賦金利 ２サービス購入費の支払方法等 (1)サービス購入費の構成

を参照すること ）を控除した金額の１００分の５に相当する額を加算した金額（当該。

金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てた金額）をもって落札金

額とするので、入札参加者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事

業者であるかを問わず、見積もった契約希望金額から割賦金利を控除した金額の１０５

分の１００に相当する金額に、割賦金利を加算した金額を入札書に記載すること。

【参考】

(契約希望金額－割賦金利)×１００
入札金額（＝提案金額）＝ ＋ 割賦金利

１０５

（入札金額－割賦金利）×５
落札金額（＝契約金額）＝ 入札金額 ＋

１００
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1) 施設整備費相当

施設整備費相当は、施設建設に必要な一切の費用からなる施設費相当と施設費相

当を大学が割賦で支払うことによって必要な割賦金利からなるものとする。

、 、 、 。施設整備費相当は 完全に平準化され 毎支払時 同額が支払われるものとする
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(2) サービス購入費の支払方法

大学は、選定事業者に対し施設整備費相当、維持管理費相当からなるサービス購入

費を、ＰＦＩ法第１０条第１項に規定する大学と選定事業者との間で締結する事業契

約書の規定に基づき支払うものとする。

1) 支払方法

ア 施設整備費相当の支払方法

大学は２(1)で算出された施設整備費相当について、維持管理開始後から事業

期間終了までの間に、平成１８年１０月を第１回とし平成３０年４月を最終回と

する、年２回・全２４回に分けて支払うものとする。なお、各回の支払額は均等

とする。

イ 維持管理費相当の支払方法

大学は、選定事業者の維持管理業務の実施状況を定期的にモニタリングし、要

求要件が満たされていることを確認した上で、２(1)で算出された維持管理費相

当について、維持管理業務の開始後から事業期間終了までの間に、平成１８年１

０月を第１回とし平成３０年４月を最終回とする、年２回・全２４回に分けて支

払うものとする。なお、各回の支払額は均等とする。

ウ サービス購入費に係る消費税等の支払方法

① 施設費相当に係る消費税等の支払方法

大学は、施設費相当の１００分の５に相当する金額（消費税等相当額）につ

き、平成１８年１０月を第１回とし平成３０年４月を最終回とする、年２回・

全２４回に分けて支払うものとする。なお、各回の支払額は均等とする。

② 維持管理費相当に係る消費税等の支払方法

大学は、維持管理費相当の１００分の５に相当する金額（消費税等相当額）

につき、平成１８年１０月を第１回とし平成３０年４月を最終回とする、年２

回・全２４回に分けて支払うものとする。なお、各回の支払額は均等とする。

ただし、2)イの規定に従い減額措置が取られた場合には、減額措置の１００分

の５に相当する金額（消費税等相当額）を減額する。

2) 支払手続

ア 施設整備費相当の支払手続

選定事業者は各年度の４月１日及び１０月１日から３０日以内に大学に対して

請求書を送付し、大学は請求を受けた日から３０日以内に施設整備費相当のサー

ビスの対価を支払わなければならない。

イ 維持管理費相当の支払手続

大学は、選定事業者から毎月の業務終了後に提出される業務報告書に基づくモ

ニタリング、随時モニタリング等に基づく一連のモニタリングを実施する。

大学は、モニタリングの結果、選定事業者の業務実施状況が要求水準を満たし

ておらず、維持管理費相当のサービス購入費が減額される場合、業務報告提出後

７日以内に選定事業者に対して当該月の減額ポイントを通知する。

大学は毎月の減額ポイントを６か月間合計し、当該６か月間終了後１５日以内

に減額ポイントに基づく維持管理費相当のサービス購入費の減額率及び減額後の
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サービス購入費の支払額を選定事業者に通知する。

なお、減額ポイントが合計される６か月と減額対象となる維持管理費相当のサ

ービス購入費の支払時期の関係は以下の通り。

減額ポイントが合計される期間 支 払 時 期

４月 から ９月末 １０月支払い分

１０月 から 翌年 ３月末 翌年 ４月支払い分
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(3) サービス購入費の改定方法

1) 金利変動に伴う施設整備費相当の改定

提案書類の提出時に使用する基準日の基準金利と、落札者決定日の基準金利に差

が生じた場合、この差に応じて施設整備費相当を改定する。なお、利回り格差（ス

プレッド）については、提案書類の提出時の利率によるものとし、改定の対象とし

ないものとする。

2) 維持管理費相当の改定

事業期間中の物価変動に対応して維持管理費相当を改定する。

ア 第１回及び第２回支払額の改定

事業契約締結日の属する月の指標と、平成１８年８月の指標を比較し、３％を

超える変動がある場合、第１回（平成１８年１０月）及び第２回（平成１９年４

月）の支払額を以下「改定率及び支払額の算出方法」に記載された算式に基づき

改定する。

イ 第３回以降の支払額の改定

① 第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合の改定

第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合、第３回（平成１９年１

０月）以降の支払額に関しては、事業契約締結日の属する月の指標と、改定対

象となる支払額が属する事業年度の８月の指標を比較し、３％を超える変動が

あるときに、当該事業年度の１０月及び次事業年度の４月の支払額を「改定率

及び支払額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。

② 第１回及び第２回の支払額が改定された場合の改定

第１回及び第２回の支払額が改定された場合、第３回（平成１９年１０月）

以降の支払額に関しては、前回改定時の改定の基礎となった事業年度の８月の

指標と、改定対象となる支払額が属する事業年度の８月の指標を比較し、３％

を超える変動があるときに、当該事業年度の１０月及び次事業年度の４月の支

払額を「改定率及び支払額の算出方法」に記載された算式に基づき改定する。
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改定率及び支払額の算出方法

１ 第１回及び第２回の支払額の改定

・ Pi=Poi×（CSPI ／CSPI ） 但し、|（ CSPI ／CSPI ）-1|＞3%18 15 18 15（

２ 第３回以降の支払額の改定

(1) 第１回及び第２回の支払額が改定されていない場合の改定

・ Pn=Poi×（CSPIn／CSPI15） 但し、|（ CSPIn／CSPI15）-1|＞3%（

(2) 第１回及び第２回の支払額が改定された場合の改定

・ Pn=Pr×（CSPIn／CSPIr） 但し、|（ CSPIn／CSPIr）-1|＞3%（

・Pi ：改定後の第i回の維持管理費相当（0＜i＜3）

・Poi ：事業契約書に記載された第i回の維持管理費相当の支払額（0＜i＜3）

・Pn ：改定後の第n年度10月及び第（n+1）年度4月の維持管理費相当の支払額

（n＞1）

・Pr ：前回改定時（第r年度）における改定後の第r年度10月及び第（r+1）年度

4月の維持管理費相当の支払額（r≧1）

・CSPI18：平成18年8月の企業向けサービス価格指数「建物サービス｣(物価指数統計

月報・入


